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2026年3月期 決 算 3

前期比 計画比

1 464 497 554 90 57

2 246 302 276 30 ▲ 26

3 314 358 390 76 32

4 272 316 353 81 37

5 貸出金利息 192 246 251 59 5

6 有価証券利息配当金 86 115 145 59 30

7 41 41 37 ▲ 4 ▲ 4

8 ▲ 66 ▲ 55 ▲ 113 ▲ 47 ▲ 58

9 国債等債券損益（債券5勘定尻） ▲ 67 ▲ 56 ▲ 113 ▲ 46 ▲ 57

10 202 217 210 8 ▲ 7

11 106 111 109 3 ▲ 2

12 82 91 87 5 ▲ 4

13 112 141 180 68 39

14 110 139 160 50 21

15 44 85 66 22 ▲ 19

16 ▲ 3 2 ▲ 5 ▲ 2 ▲ 7

17 48 83 71 23 ▲ 12

18 45 14 41 ▲ 4 27

19 31 17 4 ▲ 27 ▲ 13

20 71 24 38 ▲ 33 14

21 93 98 113 20 15

22 ▲ 1 ▲ 5 ▲ 5 ▲ 4 0

23 60 68 78 18 10

24 27 19 ▲ 1 ▲ 28 ▲ 20

25 19 32 40 21 8

人件費

物件費

特別損益

当期純利益

与信費用（①＋②）

不良債権処理額（▲）…②

株式等関係損益（株式3勘定尻）

経常利益

コア業務純益

コア業務純益（除く投信解約損益）

実質業務純益

一般貸倒引当金繰入額（▲）…①

業務純益

お客さまサービス等利益（本業利益）

業務粗利益

【単体】　 2025年３月期

実　績

2026年３月期

実　績　　　　　　　　　　　　　　（億円）

経常収益

2026年３月期

計　画

臨時損益

　（コア業務粗利益）

資金利益

役務取引等利益

その他業務利益

経費

2026年３月期決算のポイント

当期純利益

【23】 前期比 ＋18億円

有価証券部門損益 （詳細はＰ7）

【6+9+20】 前期比 ▲20億円

与信費用 （詳細はＰ10）

【24】 前期比 ▲28億円

前期比 増加率

91 112 21 +23.1%

56 77 21 +37.5%

2025年

３月期

2026年

３月期（億円）

連結経常利益

親会社株主に帰属する当期純利益

【連結収益】　

貸出金利息・有価証券利息配当金の増加、与信関係費用の減少により、債券売却損等の増加をカバーし、
当期純利益は78億円（前期比＋18億円）と過去最高益

貸出金利息 （詳細はＰ5）

【5】 前期比 +59億円

経費 （詳細はＰ9）

【10】 前期比 ＋ 8億円

コア業務純益

【13】 前期比 ＋68億円

増減率

+30.0％

▲103.7％

+30.7％

▲22.2％

+60.7％

＋3.9％

【6】 有価証券利息配当金
（※投信解約益除く上記

【9】 債券５勘定尻
【20】 株式３勘定尻

前期比 ＋59億円
前期比 ＋39億円）

前期比 ▲46億円
前期比 ▲33億円

＋68.6％

＋45.3％



前期比

272 353 81

301 429 128

貸出金利息 192 251 59

有価証券利息配当金 86 145 59

除く投信解約益 85 125 40

29 76 47

預金等利息 19 59 40

2026年３月期
（億円）

資金利益

資金運用収益

資金調達費用

2025年３月期

資金利益

貸出金利息、有価証券利息配当金ともに増加し、資金利益は前期比＋81億円
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資金利益の内訳 資金利益の増減要因

前期比

20,029 21,036 1,007

8,602 9,424 822

32,096 32,131 35

0.96 1.19 0.23

1.00 1.54 0.54

0.98 1.32 0.34

0.05 0.18 0.13

【利回り】                 （％）

除く投信解約益

貸出金利回り

有価証券利回り

預金利回り

有価証券

総預金（譲渡性預金含む）

2025年３月期 2026年３月期
【平残】                  （億円）

貸出金

平残・利回り

（億円）　平残要因 　利回り要因

2025年

3月期

2026年

3月期

+48

▲40

+11

272

▲14

353

+48
±0

+17

+11

貸出金利息
有価証券

利息等
預金利息 その他

預け金利息等

+59 +59 ▲40 +3

＋81億円



534 744 1,278 1,769 1,819

9,543 9,397 9,372 9,348 9,704

2 0 2 2 年 3 月 末 2 0 2 3 年 3 月 末 2 0 2 4 年 3 月 末 2 0 2 5 年 3 月 末 2 0 2 6 年 3 月 末

中小企業等貸出（除く再エネ・市場性貸出）

中小企業等貸出のうち再エネ・市場性貸出

貸出金

中小企業等貸出、再生可能エネルギー関連貸出、市場性貸出等の増加により、平残は前期比＋1,007億円、
＋5.0％
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9,971 10,232
10,883

12,134

13,210
3,807 3,804

3,794

3,834

3,908
4,365 4,519

4,736
4,059

3,916

2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期

事業先 個人 国・地公体

18,143
18,555

貸出金平残の推移

（億円）

貸出金利息・利回りの推移

156 156 164 192

2510.86 0.84 0.84
0.96

1.191.16 1.14 1.13
1.21

1.46

2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期

貸出金利息 利回り（全体）
利回り（中小）

中小企業等貸出（末残）・貸出金に占める割合

（億円、％）

（億円、％）

+1,007

▲143

+74

10,077 10,141 10,650

中小企業等貸出の
総貸出に占める割合

54.95 53.43 53.32 53.85 54.03

再エネ・市場性
貸出を除く割合

(52.04) (49.51) (46.92) (45.28) (45.49)

11,118

参考：直近3期における主な平残増減要因（中小企業貸出は右記に詳細）

（億円）

978 77 33 ▲ 44 ▲ 945

763 877 956 79 193

598 1,152 1,400 248 802

2,975 3,489 4,034 545 1,059

3期増減
2025年

３月期

2026年

３月期

再エネ関連貸出

2024年

3月期

東京・大企業向け貸出

市場性貸出

財務省貸出

前期比

国・地公体

事業先

+59

+0.23

+0.25

＋356

+50

+406

19,416
20,029

21,036

+1,076

11,524

【参 考】
その他の貸出金利回り

（）内は2025年3月期比

再エネ関連貸出
1.58（+0.40）

市場性貸出
1.46（+0.27）

東京・大企業向け貸出
0.81（+0.31）



預 金

• 個人預金の増加により、総預金平残は前期比＋35億円、＋0.1％
• 秋田県内における当行預金シェアは引き続き拡大

6

預金残高（平残）の推移

19,805
20,473 20,798 21,054 21,209

7,866
7,946 7,919 7,811 7,821

3,015
3,197 3,211 3,229 3,099

33.26 32.02 30.81 31.19 30.59 

2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期

個人 法人 地公体・その他 定期性割合

30,686
31,616 31,929 32,096 32,131

+35

▲130

+10

+155

（億円、％）

県内預金残高（末残）の推移

44,073 44,505 45,129 44,889 45,056 

28,799 29,251 29,527 29,734 29,935 

18,836 19,251 19,632 19,856 20,043 

2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末 2026年3月末

秋田県内金融機関の預金残高（銀行協会）

当行預金残高（県内）

うち個人預金（県内）

秋田県全体
＋983億円
（増加率+2.2％）

うち当行
＋1,136億円
（増加率+3.9％）

うち個人預金
＋1,207億円
（増加率+6.4％）

（億円）

▲0.60



有価証券

• 低利回り債の売却などポートフォリオを組み換え、残高増加、利回り改善
• 金利上昇により債券評価損は拡大した一方、ポートフォリオ改善効果や株価上昇により、評価損益は改善
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前期比

66 86 145 59

うち投信解約益 5 1 20 19

▲ 17 ▲ 67 ▲ 113 ▲ 46

うち売却・償還益 13 11 1 ▲ 10

うち売却・償還損（▲） 30 78 114 36

30 71 38 ▲ 33

うち売却益 38 74 43 ▲ 31

うち売却損・償却（▲） 8 3 4 1

79 90 70 ▲ 20

国債等債券損益（債券5勘定）

株式等損益（株式3勘定）

合計

2026年３月期2025年３月期
（億円）

利息配当金

2024年３月期

有価証券部門損益（総合損益）有価証券残高・利回りの推移（末残、償却原価ベース）

有価証券評価損益の推移

（億円、％）

【デュレーション】 2024年３月末 2025年３月末 2026年３月末

国内債 5.85年 5.57年 4.39年

外債 0年 0年 7.80年

前期末比 評価益 評価損

120 ▲ 134 ▲ 46 88 484 530

国内債 ▲ 121 ▲ 255 ▲ 406 ▲ 151 0 406

外債 0 0 ▲ 2 ▲ 2 0 2

株式 393 292 423 131 425 2

投信その他 ▲ 152 ▲ 172 ▲ 61 111 59 120

78

31

（参考）金利スワップの評価損益

（参考）金利スワップ評価損益考慮後の評価損益

2024年３月末 2025年３月末 2026年３月末
（億円）

有価証券評価損益

5,366
4,586 4,674

5,726
6,314

276

53

110
255

232
233

281

254

2,814

3,005 3,092

2,873
2,438

1.02
1.13

0.82
1.00

1.54

0.74
0.64

0.75

0.98

1.32

2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末 2026年3月末

国内債 外債

株式 投信その他

利回り 投信解約益を除く有価証券利回り

8,711

7,876 7,999

8,880
9,116

+236

▲435

+588

▲27

+0.54

+0.34

※ 満期保有目的債券▲15.3億円を除く

※ 満期保有目的債券およびアセットスワップを除く

+110



役務取引等利益

事業承継・M&Ａ支援案件成約の翌期繰越し、融資保険料等の費用増加により、前期比▲4億円

8

役務取引等利益の状況 預り資産取扱手数料の推移

法人関連手数料の推移

（億円）64 66 65 ▲ 1

14 13 11 ▲ 2

4 5 5 0

10 8 6 ▲ 2

5 6 4 ▲ 2

15 16 17 1

27 25 28 3

19 16 18 2

【主な費用項目】

役務取引等費用

融資保険料

為替手数料

【主な収益項目】

役務取引等収益

預り資産取扱手数料

投資信託取扱手数料

生命保険取扱手数料

法人関連手数料

前期比

37 41 37 ▲ 4

64 66 65 ▲ 1

役務取引等費用（▲） 27 25 28 3

役務取引等収益

2025年３月期 2026年３月期
（億円）

役務取引等利益

2024年3月期

5 4 4 5 5

5 9 10 8 6

2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期

投資信託取扱手数料 生命保険取扱手数料 （億円）

10
13 14 13 11

0.9 1.0 

2.1 2.2 
1.3 

0.1 0.1 

0.3 0.3 

0.4 0.7 
1.5 

1.4 1.6 

1.9 

0.5 

2.2 
0.7 

1.6 

0.8 

2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期

事業承継・Ｍ＆Ａ 人材紹介

各種ソリューション シ・ローン

2.2

4.8 4.5

5.7

4.4

各種
ソリューション

（2026年3月期）

1.1
0.3
0.3 など

▲2

▲0.9

+1

+0.3

▲0.8

▲1.3

±0

▲2

・オペリース手数料
・リース媒介手数料
・不動産・補助金コンサル等



108 105 105 106 109

86 84 86 82 87

14 13 13 14
14

76.83

68.67

74.96

64.33

53.89

2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期

人件費 物件費 税金 ＯＨＲ

経 費 9

経費・ＯＨＲの状況 経費・ＯＨＲの推移

208
202 204 202

210

（億円、％）

前期比

204 202 210 8

105 106 109 3

86 82 87 5

13 14 14 0

74.96 64.33 53.89 ▲ 10.44

物件費

OHR
（単体・コア業務粗利益ベース）

人件費

2025年３月期 2026年３月期
（億円、％）

経　費

2024年3月期

税　金

従業員の賃金引上げ、本部・店舗設備の維持更新等により前期比＋8億円、ＯＨＲは50％台へ改善

【前期比増減の主な要因】

• 人材の確保・定着を目的とした賃上げ（約2.7％：
定期昇給、ベア）、各種手当見直し など

• 本部・店舗設備の維持更新、省エネ化 など

+3

+8

+5

±0

▲10.44



74 75 70 77 115

347 402 428 460 381

21
15 35 29

21

2022年

3月期

2023年

3月期

2024年

3月期

2025年

3月期

2026年

3月期

破産更生債権
危険債権
要管理債権

（億円、％）

442
492 533 566

517

2.38 2.56 2.63 2.71
2.40 

84.56 86.05
83.61

85.43 86.00 

不良債権比率

保全率

6

-2
2

-3
-5

10

8

11

31

4

2022年
3月期

2023年
3月期

2024年
3月期

2025年
3月期

2026年
3月期

一般貸倒引当金 不良債権処理

与信費用・不良債権 10

金融再生法開示債権の推移与信費用の推移

（億円）

【参考】
部分直接

償却実施後
1.98％

13
17

6

27

▲1

デフォルト率（PD）の推移

2012年

3月期

2013年

3月期

2014年

3月期

2015年

3月期

2016年

3月期

2017年

3月期

2018年

3月期

2019年

3月期

2020年

3月期

2021年

3月期

2022年

3月期

2023年

3月期

2024年

3月期

2025年

3月期

2026年

3月期

5.44％

1.56％

3.54％

2.86％

6.45％

4.19％

（注）正常、要注意先（事業法人）のPD（先数ベース）

前期特殊要因の剥落、予想損失率の低下により、前期比▲28億円

2012年3月期以降の
ＰＤ平均値

▲27

▲2

▲28

前期比

13 27 ▲ 1 ▲ 28

2 ▲ 3 ▲ 5 ▲ 2

不良資産処理額 11 31 4 ▲ 27

貸出金償却 － 0 0 0

債権売却損 0 0 0 0

個別貸倒引当金繰入額 9 29 2 ▲ 27

偶発損失等 1 1 1 0

一般貸倒引当金繰入額

2025年３月期 2026年３月期
（億円）

与信費用

2024年3月期

大口先への
ＤＣＦ法適用

▲49

+38

▲8

▲79

+0.57

▲0.31

3.59％

大口先の債権
一本化～回収

あり低水準



自己資本（連結） 11

1,469 

1,478 

1,494 

1,513 

1,531 

11.83
11.57 11.48

11.97

11.26

2022年
3月期

2023年
3月期

2024年
3月期

2025年
3月期

2026年
3月期

自己資本額 自己資本比率
（億円、％）

自己資本額・自己資本比率の推移（連結） 自己資本・リスクアセット・自己資本比率（連結）

前期比

1,469 1,478 1,494 1,513 1,531 18

1,534 1,544 1,624 1,670 1,748 78

1,489 1,503 1,535 1,575 1,622 47

5 5 54 64 100 36

35 33 35 31 26 ▲ 5

4 2 - - - -

1 1 - - - -

65 66 130 157 216 59

16 11 9 8 9 1

49 55 121 149 207 58

12,409 12,763 13,018 12,638 13,598 960

11,893 12,245 12,500 12,054 12,958 904

516 518 518 584 640 56

11.83 11.57 11.48 11.97 11.26 ▲ 0.71

信用リスク・アセット

オペレーショナル・リスク

自己資本比率（③÷④）

一般貸倒引当金

再評価差額金45％

コア資本に係る調整項目…②

2023年

3月期

2024年

３月期(億円、%、P)

自己資本…③（①－②）

コア資本に係る基礎項目…①

普通株・内部留保等

無形固定資産

前払年金費用

リスクアセット…④

2022年

3月期

その他の包括利益累計

非支配株主持分

2025年

３月期

2026年

３月期

・期間収益の増加により、自己資本額は前期比＋18億円
・貸出金の伸長にともないリスクアセットが増加し、自己資本比率は前期比▲0.71P

+18

▲0.71



２０２７年３月期 業績見通し

12



2027年3月期 収益計画 13

（業績見通し）2027年3月期は、経常利益131億円、当期純利益85億円

前期比

554 550 ▲ 4

276 355 79

390 381 ▲ 9

353 335 ▲ 18

うち貸出金利息 251 297 46

うち有価証券利息配当金 145 130 ▲ 15

うち預金利息（▲） 59 105 46

37 45 8

▲ 113 ▲ 25 88

うち国債等債券損益 ▲ 113 ▲ 26 87

210 226 16

109 108 ▲ 1

87 101 14

180 155 ▲ 25

160 155 ▲ 5

▲ 5 2 7

71 127 56

41 4 ▲ 37

4 17 13

38 5 ▲ 33

113 131 18

78 85 7

▲ 1 19 20

40 47 7

うち株式等関係損益

不良債権処理額（▲）・・・②

一般貸倒引当金繰入額（▲）・・・①

2027年3月期収益計画（単体）
2026年

３月期

2027年

３月期

計画
（億円）

経常収益

人件費

物件費

業務純益

お客さまサービス等利益（本業利益）

コア業務純益

コア業務純益（除く投信解約損益）

経常利益

当期純利益

　（コア業務粗利益）

資金利益

役務取引等利益

経費

その他業務利益

業務粗利益

与信費用（①+②）

臨時損益
コア業務純益 前期比 ▲25億円
・投信解約益の剥落（▲20億円）による資金利益の減少、
経費の増加要因から減益

当期純利益 前期比 ＋7億円
・経費・与信費用増加の一方、国債等債券損益の改善から
増益

前期比 増加率

112 131 19 +14.5%

76 85 9 +11.8%

2026年

３月期

2027年

３月期（億円）

連結経常利益

親会社株主に帰属する当期純利益

【連結収益計画】　

2027年３月期決算のポイント
増減率

+8.9％

▲13.8％

貸出金利息
中小企業等貸出の増加、金利上昇により、前期比増加

+18.3％

有価証券部門損益
国債等債券損益の改善により、前期比増加

預金利息
金利上昇により、前期比増加

経 費
営業店窓口スマート化にかかる投資等の増加により、前期比増加

与信費用
前期特殊要因の剥落等により、前期比増加

+55.7％

+77.9％

+7.6％

前期比 +46億円

前期比 +39億円

前期比 +46億円

前期比 +16億円

前期比 +20億円 -

※政策金利前提：2026/6 0.75％→1.00％、2026/12 1.00％→1.25％



（参考）2027年3月期 資金利益・役務取引等利益の増減イメージ 14

2025年度
実績

2026年度
計画

353

335

貸出金利息
の増加
＋46

有価証券利息
配当金の減少

▲15

支払預金利息
の増加
▲45

その他
▲4

P16参照

△18億円

37

45

預り資産
手数料増加

＋2

法人関連
手数料増加

＋4

その他
＋2

＋8億円

役務取引等利益資金利益

（単位：億円） （単位：億円）

2025年度
実績

2026年度
計画

P17参照
P18参照



2026年度 資金利益への影響額試算

（参考）資金利益シミュレーション

前提となる金利条件等

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

10

支払預金利息の減少

貸出金利息の減少

日銀預け金利息の減少

有価証券利息配当金の減少

▲15億円

▲３億円

▲2.5億円

+18億円

資金利益への影響額

▲2.5億円程度

+18億円
プラス
の影響

マイナス
の影響

・2026年度計画のシナリオに対し、ダウンサイドリスクを勘案した場合の資金利益について試算

2026年度計画のシナリオ 本分試算

上半期 下半期

2.250％ 2.400％

1.250％ 1.500％

2.875％ 3.125％

普通預金
0.400％
定期預金
0.475％

普通預金
0.500％
定期預金
0.600％

• 政策金利
2026年度中に２回（6月、12月）

の利上げ、年度内に1.250％へ

国債10年利回り

ＴＩＢＯＲ3か月

短期プライムレート

預金金利
2027年２月～

2.000％

1.000％

2.625％

普通預金
0.300％
定期預金
0.350％

• 政策金利
2026年度中の利上げなし
（0.750％が継続）

国債10年利回り

ＴＩＢＯＲ3か月

短期プライムレート

預金金利

（億円）

▲20.5億円

15

8月～



16貸出金利息

中小企業等貸出の増強、金利上昇効果により＋46億円を計画

192 

251 

297 

2025年3月期 2026年3月期 2027年3月期計画

+46

貸出金利息・計画 （億円）

中小企業貸出平残（億円）

再エネ関連貸出・市場性貸出平残（億円）

877 956 1,035 

1,152 
1,400 1,400 

718
2,356 

2,435 

2025年
3月期

2026年
3月期

2027年
3月期計画

市場性貸出 再生可能エネルギー関連融資

+79

±0

+79

東京・大企業向け貸出平残（億円） 住宅ローン平残（億円）

3,489 

4,035 4,086 

2025年
3月期

2026年
3月期

2027年
3月期計画

3,547 3,626 3,794 

2025年
3月期

2026年
3月期

2027年
3月期計画

+51 +168

1.0％程度
（前期比＋約0.2P）

想定利回り

1.5％程度
（前期比+約0.2P）

想定利回り

1.6％程度
（前期比＋約0.2P）

想定利回り

+79+546

3,507 3,404 3,474 

1,160 1,234 1,374 

2025年
3月期

2026年
3月期

2027年
3月期計画

県外 県内

4,848
4,667 4,638

※東京、再エネ、
市場性貸出除く

+210

+140

+70

+74

▲103



17役務取引等利益

お客さま理解を起点としたコンサルティング営業の推進により、＋8億円を計画

41 
37 

45 

2025年3月期 2026年3月期 2027年3月期計画

+8

法人関連手数料（億円）

役務取引等利益・計画 （億円）

2.2 
1.3 

4.4 0.3 
0.4 

0.6 

1.6 
1.9 

3.1 

1.6 
0.8 

0.5 

2025年3月期 2026年3月期 2027年3月期計画

事業承継・Ｍ＆Ａ 人材紹介
各種ソリューション シ・ローン

8.6

4.4

5.7

預り資産関連手数料（億円）

各種ソリューション

・オペリース、リース媒介など、
従来の支援に加え、不動産
マッチング、ＤＸ・ＧＸ支援
など新たな分野への取り組み
により増加

預り資産関連計数

5 5
7

8 6
6

2025年3月期 2026年3月期 2027年3月期計画

投資信託取扱手数料 生命保険取扱手数料

13 13
11

+4.2

+2

前期末比

41,611 41,197 43,100 1,903

689 842 930 88

1,777 1,131 2,300 1,169

2026年

３月末

2027年

３月末計画

投資信託保有顧客数

（人）

平準払保険契約件数

（件）

2025年

3月末

投資信託残高

（億円）事業承継・Ｍ&Ａ

・前期繰越し案件の実績化
を含め前期比増加

±0

+2

+3.1



有価証券運用 18

有価証券ポートフォリオの再構築

• 国内債を中心に買入しつつ、ポートフォリオにおける株式・REITの構成比を
徐々に高める

• 金利上昇に対応したデュレーションコントロール、低収益資産の削減による
評価損益の改善を継続

• 中計最終年度に向けては、残高1兆500億円～1兆1,000億円を目途
にポートフォリオを構築

運用力強化による収益の底上げ

損 益 （億円）

• 金利リスクをコントロールしながら、中長期で安定的な収益を確保できるポートフォリオを構築

• 国内債を中心に安定的なインカムを確保
• 他のアセットも含めバランスのとれたポートフォリオを構築しつつ、同時に機動

的なポジション調整によりキャピタル収益獲得をはかる
• 中計最終年度は、インカム+キャピタル合計で110億円超、1.3％程度の

利回り確保を目指す

※評価損益の増減考慮前の期間損益ベース

5,726
6,314

7,585

110

180

281
254

243

2,873
2,438

2,893

2 0 2 5 年

3 月 末

2 0 2 6 年

3 月 末

2 0 2 7 年 3 月 末

計 画

2 0 2 8 年 3 月 末

見 通 し

国内債 外債 株式 投信その他

9,116

国内債中心に
積増し

（＋1,200～1,300億円）

株式・投信等
国内外資産へ

分散投資
（＋450億円程度）

10,900

10,500～
11,000程度

残高計画 （億円）

構成比
70％
程度

国内債デュレーション
3.5年程度を計画

86 145 130 143

1 20 0 0

4 ▲ 75 ▲ 21 ▲ 32

▲ 67 ▲ 113 ▲ 26 ▲ 37

71 38 5 5

90 70 109 110損益合計

うち投資信託解約益

2026年

３月期

売買損益

株式3勘定

資金利益

債券５勘定

2025年

３月期

参考

2028年

３月期見通し

2027年

３月期

（計画）

8,880

（参考）



2027年3月期 主な投資

19

• 業務の省力化・効率化への投資、人員再配置、人的資本投資の拡大を継続
• 戦略投資を拡大する一方、引き続きコスト削減に取り組み、OHRは60％未満を維持

経 費

121 106 109 108

91
82 87 101

14

14 14
17

1,381

1,206 1,176

2019年

3月期

⇒ 2025年

3月期

2026年

3月期

2027年

3月期

（計画）

人件費 物件費 税金 従業員数

経費・従業員数の推移・計画（億円、人）

業務改革・事務レスプロジェクト
2018年11月～2025年3月

（コスト管理の高度化、事務レス）

226

202

2025年4月～

業務省力化・効率化を促進

▲175

▲24

▲9

▲15

1,144

OHR（コア業務粗利益ベース）の推移・計画（%）

79.08
64.33

53.89

2019年

3月期

2025年

3月期

2026年

3月期

2027年

3月期

（計画）

+5.58

▲1

+14

+3

+16
210

～前中計

226

59.47▲32

デジタル化によるお客さまの利便性向上

コンサルティング人材の増加・育成

• 店頭タブレット端末・セルフ式現金入出金の導入
• 法人向けデジタルチャネル「〈あきぎん〉ビジネスポータル」の

導入
• 「あきぎんアプリ」の機能拡充

• 研修体制、自己啓発支援の充実
• キャリア採用の強化
• 人材定着のための継続的な賃上げ



秋田銀行グループの企業価値向上

20



株主資本コストの現状分析

• CAPMベースの株主資本コストは6～8％程度。ただし、株式益利回り等を踏まえるとそれ以上の水準と認識
• ＲＯＥ・ＰＢＲ改善も、さらなる向上が必要

21

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

2010年
3月期

2011年
3月期

2012年
3月期

2013年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

2023年
3月期

2024年
3月期

2025年
3月期

2026年
3月期

2028年
３月期

2031年
３月期

0.00

2.00

4.00

6.00

2010年
3月期

2011年
3月期

2012年
3月期

2013年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

2023年
3月期

2024年
3月期

2025年
3月期

2026年
3月期

2028年
3月期

2031年
3月期

連結ROEの推移

PBR・PERの推移

2.69％

4.49％

1.85％

2016年1月
マイナス金利導入

第2フェーズ

2030年度
目指す姿

CAPMベースの
株主資本コスト6～8％程度

第1フェーズ

4.5％以上

第2フェーズ第1フェーズ

PBR１倍以上を目指し
継続的に取組み

マイナス金利導入
前後のPER水準

13倍程度
↓

同水準の実現、
ROE目標達成により

PBR0.6倍程度を想定0.18倍

0.56倍

0.37倍
0.48倍

13.3倍

20.7倍

9.5倍

ROE

PER

PBR

4.59％

11.29倍

3.44％

8.0倍

0.29倍

2027年度

2027年度想定

5％以上

中計策定当初の想定



企業価値向上に向けたロジックツリー

PBR向上に向けて経営目標（ターゲット）を設定し経営施策を推進

22

ＲＯＥ
（連結）

4.59％

当期純利益
（連結）

76億円

自己資本比率
（連結）

11.26％

コアＯＨＲ
（連結）

53.89％

増 配
中間：75円
前年度+30円

期末：100円
前年度＋40円

2025年度
実績

ＰＢＲ
（＝企業価値）

ＲＯＥ

ＲＯＲＡ

財務
レバレッジ

ＰＥＲ

ＲＯＲＡ
改善

財務
レバレッジ

コントロール

市場期待
引上げ/

資本コスト
低減

ＰＢＲ向上に向けた取組み

収益力
向上

コスト
コントロール

リスク
アセット

コントロール

資本政策

成長期待
向上

アセット
増加

既存アセット
の粗利改善

非アセット
収益増加

• 中小企業等貸出の増強
秋田市、県外エリアでの営業強化

• 大企業貸出への取組み強化

• 金利上昇を踏まえた預貸金の金利運用
• 価値ある営業の対価としての適切な金利適用
• 有価証券ポートフォリオの再構築

• 法人・個人コンサルティング強化による
非金利収益拡大

• グループ収益の増強（連単差改善）

• 業務の効率化・省力化の徹底推進
• 経費管理の高度化・精緻化
• 与信費用コントロール（信用コストの抑制）

• 収益性と健全性の両立

• 株主還元の充実
• 政策保有株式の縮減
• 成長投資（人材・DX等）の拡大、新規事業領域での

資本活用

• 収益の蓋然性向上（本業利益のさらなる増強、非金融事業
の収益化など）

• サステナビリティ経営の実践
• 情報開示の拡充、対話の充実

ＲＯＥ
（連結）

4.7％
程度

当期純利益
（連結）

85億円
以上

自己資本比率
（連結）

11％程度

コアＯＨＲ
（連結）

59％程度

増 配
予 想

中間：100円
期末：100円

ＲＯＥ
（連結）

5.0％
以上

当期純利益
（連結）

100億円
以上

自己資本比率
（連結）

11％程度

コアＯＨＲ
（連結）

60％未満

利益成長による

配当の
累進的引上げ

2027年度
修正目標

2026年度
計画



中期経営計画目標の上方修正

• 市場環境、中期経営計画の進捗状況を踏まえ、中計最終年度の目標を上方修正

• 現中計において、当初2030年度目標として掲げた経営指標の達成を目指す。

23

2030
年度

2024
年度

2025
年度

2027
年度

～前中計 中計期間 次期中計～

より高い
成長軌道を

目指す

連結
当期純利益

65億円

連結
当期純利益

72億円

連結
当期純利益

80億円

連結ROE
4.5％以上

2025年度
連結当期純利益

76億円

連結当期純利益
100億円

連結ROE
5.0％以上

2027年度計画
（中計最終年度）

連結
当期純利益

56億円

2026
年度

2026年度計画
連結当期純利益

85億円

連結
当期純利益
100億円

連結ROE
5.0％以上

前倒し

※政策金利の前提
2026年度 2026/6 0.75％→1.00％

2026/12 1.00％→1.25％
2027年度 2027/6 1.25％→1.50％

2026年5月22日公表



中期経営計画目標の上方修正 24

お客さまサービス等利益 40億円以上 40億円 50億円以上 50億円以上

地域価値共創新規事業化数 ‐ - ‐ 10件以上

ＣＯ2排出量削減率
（2013年度比）

80％削減 61.5％削減 80％削減 ネットゼロ

従業員エンゲージメントスコア 58点以上 56.2点 58点以上 60点以上

女性管理職比率 18%以上 14.0% 18%以上 25%以上

地域価値共創事業収益 7億円以上 10億円以上7億円以上 3.3億円

　項　目
2027年度

当初目標
2025年度

2027年度

修正目標

2030年度

目指す姿

当期純利益（連結） 80億円以上 76億円 100億円以上 100億円以上

ＯＨＲ（単体・コア業務粗利益ベース） 65％未満 53.89% 60％未満

自己資本比率（連結） 11％程度 11.26% 11％程度

 ＲＯＥ（連結） ５.0％以上 5.0％以上4.5％以上 4.59%財務
指標

価値共創
指標

2030年度目標のみ

• 中計最終年度の目標に掲げた当期純利益80億円以上は2026年度の達成が視野に入る。

• 中長期に目指す財務指標の水準については、今後見直しを検討

+20億円

当初
目標比

+0.5P

▲5P

+10億円

適切な水準に
見直しを検討

（速報値）

2026年5月22日公表



25バランスシートマネジメント

預 金

• 事業性理解に基づく、取引先
の発展・成長に向けた融資

• サステナブルファイナンス、県外
住宅ローン、アパートローン等、
貸出金ポートフォリオの多様化

国内債を中心とした
ポートフォリオの再構築

• 法人取引メイン化のさらなる推進
• 若年層・資産形成層へのアプローチ強化
• 給振、年金等の取組み強化
• 相続流出の抑制
• 対面・非対面チャネルの最適化

秋田県内預金シェアの拡大、
安定的調達の維持

貸出金

有価証券

預金

短期調達・日銀借入等

短期運用・日銀当預等

運用・調達構造のイメージ（計画）

+1,800億円

【中計期間における運用サイドの取組み】
• 手元資金余力を、貸出金・有価証券へ振り向け
• 貸出金・有価証券とも1,000億円規模で積み増し、手元資金を適正水準へ

調達力維持

• 個人預金を中心とした安定的、かつ、粘着性の高い預金による調達力を維持
• 金利リスクを踏まえつつ、貸出金・有価証券双方でリスクアセットを積増しする。

うち日銀当預

2025年度末 2026年度末計画 2027年度末計画

2兆1,328億円 2兆1,350億円

前期比

+687億円

前期比

同程度

2兆2,000億

2025年度末 2026年度末計画 2027年度末計画

9,116億円 1兆900億円

前期比

+236億円

前期比

+約1,800億円

1兆500億～

1兆1,000億円

2025年度末 2026年度末計画 2027年度末計画

3,256億円 2,000億円

前期比

▲963億円

前期比

▲約1,200億円

1,500億円

2025年度末 2026年度末計画 2027年度末計画

3兆2,136億円 3兆2,750億円

前期比

+179億円

前期比

+約600億円

3兆2,300億

2026年度

2027年度

※中計期間を通して継続的に取り組み

有価証券残高

△1,200億円日銀当預

+650億円貸出金

△500億円日銀当預



資本運営 （資本配賦／キャピタルアロケーション） 26

キャピタルアロケーション

• 下図の「リスク資本配賦の考え方」に基づき、留保資本、ストレステスト等を踏まえたバッファー、今後のリスクアセット
の増加を加味した自己資本（比率）の適正値は11％程度

％

リスクテイク拡大
リスクアセット+250億円程度
・県外中小企業貸出
・個人貸出
・大企業向け貸出
・サステナブルファイナンス

％

％

バーゼルⅢの影響

％

配 当

株主還元
配当性向40％

11.26％

リスク資本配賦の考え方

留保資本

自己資本

ストレステスト等
を踏まえた緩衝

自己資本比率
４％相当

既存アセット
のリスク量

経営計画達成に
向けたアペタイト

● 取るべきリスク
お客さま価値の拡大、地域課題の解

決に向け積極的にリスクテイクする分野
・中小企業等貸出
・サステナブルファイナンス等

● コントロールするリスク
持続可能な営業基盤確立のため、

柔軟に推進・抑制し、目標とする収益
を獲得する分野
・大企業向け貸出 ・市場性貸出
・有価証券運用

2026年3月期 2027年3月期
計画

※ 数値は2026年度おおよその計画値（単体ベース）

1,500

530

70

710

190

当期
純利益

配当
リスク

アセット
その他

連結当期純利益
85億円

政策保有株式の縮減
新分野への投資
機動的な株主還元など

11％程度

を目途に
コントロール

+0.6Ｐ
程度

▲0.2Ｐ
程度

▲0.2Ｐ
程度



政策保有株式の縮減 27

276
291

197

136 138 133

77
93

58

48 48

32

27
24

21

15

11
9 6

2017年
３月末

2018年
３月末

2019年
３月末

2020年
３月末

2021年
３月末

2022年
３月末

2023年
３月末

2024年
３月末

2025年
3月末

2026年
3月末

2031年
3月末

時価 銘柄数（上場）

56

連結純資産
（億円）

1,752 1,785 1,783 1,658 1,765 1,678 1,499 1,727 1,570 1,793

政策株/純資産 14.5% 15.2% 9.9% 7.2% 6.8% 6.8% 5.9% 6.0% 4.2％ 4.3％

政策株/純資産
オフバランス含む

16.7% 17.3% 12.1% 9.3% 8.8% 9.1% 6.6% 6.5% 4.9％ 4.3％

政策保有株式（上場株式）の推移

2017年3月末比で
時価220億円、
42銘柄を縮減

今後も縮減を継続

（単位：億円、先）

上場・非上場
の合計

• 資本効率の改善、売却益の有効活用等の観点から、当行企業価値の向上につながるもの、地域経済の発展につなが
るものを除き縮減を継続

2024年
３月期

2025年
３月期

2026年
３月期

縮減銘柄数 4銘柄 2銘柄 3銘柄

政策保有株式売却益 0.6億円 30.6億円 1.2億円



株主還元 28

35.0 40.0 35.0 35.0 35.0 35.0 45.0 
75.0 

100.0 35.0 
40.0 

35.0 35.0 35.0 45.0 

60.0 

100.0 

30.3%

45.7% 46.0%

39.3%
37.7%

30.9%

37.0%

40.4% 41.7%

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

2023年
3月期

2024年
3月期

2025年
3月期

2026年
3月期

2027年
3月期 計画

以降

中間配当 期末配当 配当性向（連結）

連結純資産
（億円）

1,783 1,658 1,765 1,678 1,499 1,727 1,570 1,793

EPS（円） 230.77 174.78 151.97 178.02 185.35 258.15 320.37 433.02

BPS（円） 9,897.33 9,245.80 9,838.06 9,344.19 8,503.10 9756.89 8828.16 10,032.17

１株あたり配当額・配当性向の推移

※ 2020年3月期は
記念配当を含む

（単位：円）

～

業績伸長による
累進的な引上げを

目指す

株主還元方針

当行は、銀行の公共性にかんがみ、健全経営と円滑な資金供給に必要な内部留保の充実に努め、かつ、安定的な配当を維持することを
配当政策の基本方針としております。

この基本方針のもと、配当性向は親会社株主に帰属する当期純利益の40％以上を目標とし、利益成長を通じた一株当たり配当金の
増加を目指してまいります。また、自己株式の取得は、資本の十分性の確保を前提として、資本効率の改善効果や中長期的な成長に
向けた投資機会、市場環境等を踏まえたうえ機動的に実施いたします。

株主還元方針

100.0



事業戦略
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長期的な企業価値向上の考え方 30

営業基盤

利 益
規 模
シェア

信用・信頼

人口減少

経済規模縮小

新規参入（競合）不在

いかに
シフトアップさせるか

長期視点での取組みの方向性・考え方

～現在の事業活動
●対面営業力強化

・ビジネスパートナー

・ライフパートナー

●課題解決事業

・事業承継・Ｍ&Ａ支援

・人材総合支援

・地域商社

・起業・創業支援

・投資専門子会社

●地域資源を磨く新規事業の

開発 など

コンサルティング力
の向上

ノウハウの蓄積

必要・十分な
体制の確立

より上向かせる
ファクター

従来分野に
おける価値

最大化

新たな
価値創出

秋田県内における
独占的シェア獲得

到達点のひとつ

積み上げて
きた価値

POINT

３

２

１

POINT

POINT

金融・非金融事業を通じた地域の
経済的シナジーの追求

デット+エクイティにより新たな
事業を共創

域外からの投資・人・消費等の獲得

長期視点の方向性

POINT

１
POINT

２
POINT

３

金融・非金融事業を通じた地域の経済的シナジーの追求

デット+エクイティにより新たな事業を共創

域外からの投資・人・消費等の獲得

成長投資のアレンジによる“勝ち組”企業の増加
方法論
のひとつ

成長産業、スタートアップへの投資+ハンズオン
方法論
のひとつ

新規事業の展開による“秋田”を選ぶ理由づくり
方法論
のひとつ

当行グループの長期的利益

現在の取組みとのつながり

【P32、33参照】

・・・

・・・

・・・

広域営業体制、
セグメント別営業
による体制・機能強化

投資専門子会社による
エクイティ支援機能の拡大

地域の価値を磨く新たな
事業・プロジェクト開発

【P34参照】

【P35参照】



第２フェーズ 中期経営計画の考え方と基本方針（2025年度～2027年度） 31

第２フェーズ
Grow Up

融合
・

深化

発 展

基本方針②

基本方針①

価値共創ビジネスモデルの確立

地域資源の錬磨と高付加価値化

基本方針③

人的資本の充実

課題解決の深化、金融が持つ力の最大化により、将来にわたって持続可能なビジネスモ
デルを確立する。

価
値
を
つ
く
る
。
未
来
へ
つ
な
ぐ
。

2030年グルー
プVISION

2024
年度

2027
年度

2030
年度

Move On

新たな
探求

Human Capital

第１フェーズ

基盤強化戦略

地域価値共創戦略

組織・人財戦略

既存事業の徹底した深掘り
による経営基盤の強化

地域価値共創事業の拡大による
地域の成長促進機能の強化

人財価値の向上による
事業戦略を力強く推進する

機能の強化

（３年戦略）

（長期戦略）

（長期戦略）

金融が持つ力の最大化

地域資源の磨き上げを通じて新たな付加価値の創出をはかり、地域と当行グループの持
続的な成長へチャレンジする。

社会的・経済的価値創造のために最も重要な経営資源の充実をはかる。

課題解決の深化（金融・非金融）

① 秋田県内の経済循環の強化（お客さま・地域の課題解決を通じた社会的価値・経済的価値の創出＝価値共創ビジネスモデル）
② 秋田県外からの事業、人、投資、消費の獲得（地域資源を磨き上げる新たな事業・プロジェクト）により、地域と当行グループの

持続的成長を実現



コンサルティング力向上による収益拡大 32

• お客さまへのコンサルティング力の最大化に向け、各部門の役割を明確化した営業体制と営業戦略を構築

１次金融圏 ２次金融圏 ３次金融圏

営業体制の
再構築

機能を絞りながらも店舗を構え、しっ
かりとその地域に根を張って地域密着
の金融を提供する

人材を集約し広域のお客さまに対し、
お客さま理解に基づく対面での高度な
提案を行う

営業店との連携のもと、リモートも含
め高度・専門のソリューションを全域
に提供する

業務省力化人的資本の充実 デジタルチャネル

主な
営業活動

1次金融圏

2次金融圏

• スキルマップを活用した人材育成
• 採用の多角化
• DEIの取組み など

各分野中核人材の配置、高度資格所有者・
専門人材の増加、行員登用の増加 など

営業店１人当たりの所定外労働時間の削減
事務人員適正化 など

• 窓口スマート化
• 本部集中業務の拡大
• 事務手数料の新規設定 など

• 法人非対面チャネルの導入
• アプリ機能の拡充
• ＡＩ活用の拡大 など

戦略的な人員配置の実現、活動環境の整備・時間の創出

2026年度
広域営業体制を順次展開

営業活動を
支える
取組み

• 営業店・本部ミーティングの量・質
の拡大

• 本部による営業店支援の拡充、
県外営業店支援メニューの見直し

• お客さまからの信頼に
よる粘着預金の獲得

• ホスピタリティ磨き上げ

コンサルティング機能の強化対面サービスの高付加価値化県内での圧倒的支持とシェアの獲得

お客さま属性に合わせた営業戦略の構築（セグメント別営業）

• 事業性理解の深化、法人メイン化活動の強化
• ポートフォリオ提案による資産成長・保全支援および

コア顧客への引上げ
• 行員の提案レベル向上に向けた機会増加

3次金融圏

フルバンクの地区統括店舗など 本部専門部署など店頭サービス特化店など

高利回りの
アセット 粗利益増加

成果
結果

役務収益
拡大

取引基盤
維持・拡大 RORA改善



セグメント別営業の展開/法人コンサルティング機能の拡大 33

• セグメント別営業により、個人・法人分野におけるコンサルティング力向上をはかる。
• 法人分野については、企業の成長投資を促す機能の拡大に引き続き取り組む。

セグメント別営業の展開（個人・法人）

上位セグメントの増加

お客さま属性に応じた適切な
コンサルティングの実践

営業活動の生産性向上

上位セグメント
へ引上げ

取組方針

アッパー

ミドル

マス等

事業性理解・将来
設計に基づく、より
高度なコンサルティ
ングの展開

事業性理解・将来
設計に基づく提案
活動

非対面チャネルを
活用した接点確保

法人コンサルティングの機能強化

個人のお客さま

粘着性の高い預金獲得

預り資産、個人ローン
残高・手数料収入の増加

貸出金残高の増加

法人関連手数料の増加

など など

法人のお客さま

期待する成果

体制構築
組織・システム・人材

ファイナンス

事業拡大・販路拡大
業務効率化

計画、フィージビリティ、
調査分析、戦略立案

コンサルティングの核

本部・営業店ミーティング

地域商社「詩の国秋田」

人材総合支援

ACP 投資専門子会社

DX支援専担部署設置

後継者不在企業等の事業承継・M&Aも積極的に支援

企業の成長投資をアレンジできる
コンサルティング機能を引き続き拡大



34

• 秋田県内の取引先2,069社へ個別アプローチし、事業承継の方針・
意向を把握

• 専担部署の「事業承継支援室」を中心に、営業店、外部提携先が
連携し、専門的・機動的なコンサルティングを実施

エクイティ支援/事業承継・M&A支援

2026年3月期

事業承継・Ｍ＆Ａ支援件数・手数料収益

企業存続への寄与 13先 10先

雇用維持への寄与 164名 151名

支援内製化率 75.0％ 65.0％

2025年3月期

Cranebio株式会社
・ フェムテック製品を開発・製造するベンチャー企業
・ 秋田市に研究開発・製造拠点
・ 投資金額30百万円

稲とアガベ株式会社
・ クラフトサケ製造販売・まちづくりを手がける県内企業
・ 投資金額非公表

2025年度 投資先企業一例

34 41

31
34

2025年

3月期

2026年

3月期

2027年

3月期計画

2028年

3月期見通し

事業承継

М＆Ａ

65

支援件数・中計期間目標

75

役務収益
（百万円）

222 128
中計最終年度目標
単年度400百万円

+10

65
以上

累計250件

雇用維持への寄与
（前中計期間累計） 666名企業存続への寄与

前中計期間累計 43先

あきぎんキャピタルパートナーズ（投資専門子会社） 事業承継・M&A支援

（件）
前中計期間

累計支援件数

196先

前中計期間
累計手数料収益

536百万円

参考

投資実行件数・投資額

（百万円）

Topics 「TAKANAWA GATEWAY CITY」への参画

LiSH LiSH AKITA

首都圏大手企業、スタート
アップ、大学、研究機関等が
社会課題解決と新たなビジネ
スの創造に取り組む拠点

秋田県の大学・高専の学生と
企業が集い、アイデアを掛け合
わせるイノベーション拠点

2026年3月開所

2023年6月
投資専門子会社設立

域外から事業等
の呼び込み

秋田を選ぶ理由
づくり につなげる

連携・交流

約50

約200 約200

150以上

2024年
3月期

2025年
3月期

2026年
3月期

2027年
3月期計画

投資実行額

投資実行件数
（件）

2 8 9 8以上

※ 一部に投資額非公表の案件が含まれるため概算値



新たな事業・プロジェクト 35

これまで取り組んできた地域の課題解決事業の知見やノウハウも活用しながら、域外からビジネス・人・投資等
を呼び込む事業・プロジェクト（秋田を選ぶ理由づくり）の立ち上げを加速

+etc

• 地方は各地域の固有性、
多様性に価値創造の可能性

• 秋田県は気候、自然、文化、
風土等に固有性・多様性

• この固有性・多様性に
非連続な成長への可能性

• ポテンシャルの開花、価値
創造に向けて新たな事業・
プロジェクトを遂行

考え方 地域資源・ポテンシャル 課題・テーマ 事業・PJ候補

教育・人材

水田・農地

健康・福祉

エネルギー

森林

気候

風土

文化

継承・担い手

人材・人手

省力化

高付加価値化

価値観の変容

2030年度までに

5 件以上

地域のポテンシャルを引き出す新規事業の創出

農業エネルギー

2025年度

• 各分野の事業化に向けた検討

• 以下の２分野については取組み
の方向性を決定

2026年度

• 各分野の事業化に向けた検討
を継続しつつ、上記２分野につ
いては事業化具体化に向けて
取組みをフェーズアップ

カーボン
ネガティブ

エネルギーの地産地消

取組テーマ
地域・お客さま価値

当行グループ価値

再生可能エネルギー事業に対する総合的なノウハウを蓄積
し、地域のシンクタンクとして取引先の事業化支援と投融資
の両面で事業開発を推進する

再生可能エネルギーの地産地消、蓄電池事業、水素・
アンモニア事業など、先進的な取組みが循環し、将来に
わたり関連産業の先進地であり続ける

食の
生産力保持

一次産業の事業承継

取組テーマ
地域・お客さま価値

当行グループ価値

農業生産を自ら実践し、生産と経営のノウハウを体系的に
蓄積するとともに、農業分野の伴走支援機能を高度化する

新規就農者の増加などにより、将来にわたりコメ生産をは
じめとする基幹農業の供給力を維持し、農業県としての
優位性を保ち続ける

（参考）エネルギー分野・農業分野の考え方

農業エネルギー

観光

教育

農業

エネルギー

森林活用



36再生可能エネルギーへの取組み

再生可能エネルギー関連融資 累計実行額

• 再生可能エネルギー関連事業への積極的な融資により、県内経済への波及や脱炭素社会への移行に貢献
• 域外投資や事業機会の獲得に向けて支援を継続

491 
584 657 

765 

374 

456 
517 

553 

57 

67 

71 

82 

922 

1,107 
1,245 

1,400 
1,700 

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2027年度
目標

風力 太陽光 その他

洋上風力発電事業に関する取組み

（参考）秋田県内の洋上風力発電事業の状況

八峰町・能代市沖
37.5万kW

2029年6月～
運転開始予定

能代市・三種町・
男鹿市沖

49.4万kW

2028年12月～運転開始

再公募へ

男鹿市・潟上市・
秋田市沖

31.5万kW

2028年6月～
運転開始予定

由利本荘市沖
84.5万kW

2028年12月～運転開始

再公募へ

能代・秋田港
洋上風力発電所

13.8万kW

2023年12月～
運転開始済み

ビジネスマッチング
支援

・非金融分野を含む継続的な支援・関与により経済効果を最大化

地域振興策の
共同実施

産官学金の
リレーション構築

など

・発電事業者への県内企業紹介
・商談会開催、面談アレンジ
・県内人材紹介

・発電事業者が行う市民向けイベ
ントや地域貢献活動への支援
・県内人材紹介

秋田市沖
準備区域に選定

・大学の洋上風力研究への協力
・県エネルギー戦略策定への参加
・県外地銀との連携構築

133 

300 

500 

2025年度 2026年度
目標

2027年度
目標

（億円）

＜洋上風力関連支援件数(件)＞
2025-2027年度累計

※～2024年度
累計203件

総発電規模
約200万ｋＷ

一般家庭約150万世帯分
（※秋田県：約38万世帯）

経済効果

約3,820億円

雇用創出効果

約37,600人

出典：秋田県「第2期秋田県新エネルギー産業
戦略（改訂版）」、他を基に当行作成



104 

250 

400 

2025年度 2026年度
目標

2027年度
目標

＜脱炭素支援件数(件)＞
※2025-2027年度累計

37（参考）ＳＸ・GＸ 気候変動への対応

• 2027年度までに当行グループのCO2排出量の80％削減、2030年度までのネット・ゼロ達成を目指す。
• 脱炭素社会への移行をビジネスチャンスと捉え、サステナブルファイナンスやお客さまへの脱炭素支援を強化

当行グループのCO2排出量（Scope1・2）推移

「知る」「測る」「減らす」すべてのフェーズにおいて取組みを拡充

・省エネ設備への更新や再エネ電力の導入等により排出量を削減

「知る」
情報発信

「測る」
可視化支援

「減らす」
省エネ支援

• 「脱炭素経営実践セミナー」開催
（自治体・事業者と連携）

地域とお客さまの脱炭素支援

8,311 

5,430 

3,211 

3,192 

80％削減

ネット・ゼロ
達成

2013年度
(基準)

2023年度 2024年度 2025年度
(速報値）

2027年度
目標

2030年度
目標

（t-CO2）

• 投融資先に対するCO2排出量算
定サービスの無償提供

• 省エネソリューションメニューの拡充
• 省エネ設備更新のファイナンス支援
• 森林クレジット販売支援

環境分野のサステナブルファイナンス 累計実行額

423 
942 

1,537 
1,943 621 

1,270 

2,033 

2,549 

3,500 

5,000 

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2027年度
目標

2030年度
目標

うち環境分野

（億円）

・環境課題の解決に資する投融資を積極的に推進

 地域事業者の方に対する省エネ・脱炭素化のサポート

 森林クレジットの創出・販売支援
自治体等と連携し、森林クレジット創出・販売へのサポートを通じ

て、森林資源の保全や活用促進に貢献

当行

林業公社

自治体等

企業

団体名
保有量

（t-CO2)

上小阿仁村 5,434

横手市・森林組合森林吸収
共同プロジェクト推進協議会

3,700

公益財団法人秋田県林業公社 60,000

大仙市（丸紅・秋田銀行提携）
認証申請中

(2026年度～)

森林保全
活用促進

支援

購入先
紹介 提案・

フォロー

クレジット
移転

代金
支払

＜スキームイメージ図＞

+516

+406



戦略的な人員配置 38

約 420 名

約 300 名

約 370 名

約 420 名

約 380 名

約 420 名

約 1,170 名 1,140名

程度

2025年度 2027年度目標

・ 採用の多角化、役職定年廃止、ベースアップ、初任給引上げ

法人営業

個人営業

人員維持・確保に向けた取組み

• 徹底した合理化や営業体制の見直しにより人員を創出し、重点強化分野へ再配置。高度スキルを保有する
「中核人材」の育成と全店配置を進めることで、質の高いサービスを提供し収益力向上をはかる。

個人営業

法人営業

本部

本部

・ 企画、高度専門・コンサルティング、新規事業分野へ人員を再配置

強化分野 2025年度 2027年度目標

企画分野 ＋5名 ＋10名

高度専門・コンサルティング分野 ＋7名 ＋20名

新規事業分野 ＋8名 ＋30名

強化分野への再配置（本部）

・ 県外営業店の法人営業に人員を再配置

強化分野 2025年度 2027年度目標

県外営業店（法人営業） ＋1名 ＋30名

強化分野への再配置（県外営業店）

合理化による人員創出

・ 営業店スマート化（2026年4月より順次）、営業体制再構築など

中核人材の育成

・ 中核人材（推進・教育のリーダーとなる人材）を育成し、全営業店へ配置

中核人材 スキル分野 2025年度 2026年度目標

ビジネスパートナー(Bランク以上) 97名 (76.2％) 100名以上

ライフパートナー(Bランク以上) 73名 (71.2％) 100名以上

（）内は、ビジネス/ライフパートナーそれぞれの分野の中核人材の営業店配置率

強化分野への
再配置

強化分野への
再配置

合理化に
よる人員創出

2025年度～2027年度

再配置

約90名



■ 2025年度の主な取組み

(参考）人的資本の充実の取組みと進捗状況 39

【女性活躍推進・育児支援】

 女性管理職向け育成研修

 岩手銀行とのクロスメンタリング

 育児期間中の短時間勤務・週休

３日制導入

【DEI・健康経営の推進】

 障がいのある職員に対するジョブ

コーチ資格保有職員による支援

 全期間を有給扱いとする「産後パ

パ育休制度」の導入

 「育休職場応援手当」の新設

 健康支援アプリ「CAReNA」の導入

【主体的なキャリア形成支援】

 行内公募制度による人員配置

 本部トレーニー制度による希望部

署の体験機会提供

 マネジメント職向けの360度サーベ

イおよび適性検査の実施

【自己啓発機会の提供】

 FP1級受験者向けのオンライン講

座「FPキャンプ」のあっせん

 自己啓発用学習スペースの開放

 企業内大学「あきぎん如学カレッ

ジ」を通じた実践的学びの提供

2024年度

52.6点

（+3.6Ｐ）

2025年度

56.2点

2025年度

14,595千円

2024年度

8,848千円

一人あたり
営業利益

（コア業務純益）

エンゲージメント
スコア

（+65％）

※キャリア採用者：2024年度は外部委託していたシステム保守等人員の行員登用から、総採用人数に占める割合が大きく増加

ＫＰＩ 2024年度 2025年度 増減
2026年度

目標
2027年度

目標

女性管理職比率 10.4％ 14.0％ +2.6Ｐ 16.0％以上 18.0％以上

行内公募による人員配置 - 5名 +5名 10名以上 15名以上

キャリア採用者
（総採用人員に占める割合）

18.8％ 8.3％ ▲10.5Ｐ 9.0％以上 10％以上

行内情報共有ニュース等の累計発刊数
（2025年度～2027年度の３年間の累計）

-
（2025年度から計測）

106件 - 200件以上 300件以上

高度資格保有者
（FP1級技能士、中小企業診断士、証券アナリスト等）

124名 129名 +5名 140名以上 150名以上

企業内大学延べ受講者数
（2025年度～2027年度の３年間の累計）

36名
（単年度実績）

43名
（単年度実績）

前年度比

+7名 100名以上 200名以上

高度スキル保有者（中核人材）
【ビジネスパートナースキル】

78名 97名 +19名 100名以上

高度スキル保有者（中核人材）
【ライフパートナースキル】

48名 73名 +25名 100名以上

離職率（2024年度比） - ▲0.26P - ▲0.25P ▲0.25P

高ストレス者割合 9.4％ 8.6％ ▲0.8ｐ 9.2％以下

男性育児休暇取得日数平均 12.5日
33.5日

（中央値20日）
+21日 18.0日以上 20日以上

行員特定検診受診率 99.0％ 99.3％ +0.3Ｐ 98％以上
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・ ① 既存事業の深掘り、② 構造改革、③ 新事業領域の開拓の３つの分野を推進
・ アライアンス計画は2022～2026年度の５か年計画。5年累計・両行合計30億円以上の提携効果を目標に推進

秋田・岩手アライアンス（2021年10月～）

５年累計・両行合計
３０億円以上

• コスト最適化、事務・システムの共同化
• 行内研修・セミナーの共同開催による人材交流

• ＤＸの推進
• 地域商社事業の連携(新たな商流・物流網構築、共同出展など)
• 共創事業の創出(スタートアップと県内企業の交流機会創出など)

③
新事業領域

の開拓

分野

①
既存事業
の深掘り

• プロジェクトファイナンス等連携ファイナンス
• 事業承継・Ｍ&Ａなど両行取引先のマッチング
• 外部向けセミナー等の共同開催

主な取組み

②
構造改革

分科会・情報交換会開催回数 243回
（開始来～2026年3月末までの累計）

① 既存事業の深掘り

目指す連携効果

2026年3月期までの主な取組み状況

契約実績 35件・778億円（うち実行実績 675億円）
（アライアンス締結～2026年3月末時点までの累計）

⇒ 2025年度資金利益へ寄与 両行合計 約18.7億円

② 構造改革

 コスト最適化、事務・システムの共同化

⇒ 2026年３月末時点までのコスト削減への寄与

• 慣例の見直し等によるコスト構造改革
両行合計 約4.8億円

• システム更改にかかる連携効果
両行合計 約1.6億円

③ 新事業領域の開拓

 DX分野の推進

 共創事業の創出

生成AIアプリケーション「neoAI Chat」の導入など、行内業務の
省力化に向けたDXを両行で推進

連携施策

連携効果(億円）

「秋田銀行・岩手銀行×スタートアップ交流イベント」開催 など

 プロジェクトファイナンス等連携実績

 研修等の共同開催

 外部向けセミナー等の共同開催

健康経営セミナー、両行経営者塾の合同講義 など

新入行員研修会、女性管理職育成を目的とした研修 など

 地域商社事業の連携

「FOOD STYLE JAPAN」への共同出展 など



取締役会の構成（2026年6月末時点見込）
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取締役会の実効性向上を中心にコーポレートガバナンスを継続的に強化

コーポレートガバナンス

独立社外取締役
６名

社内取締役
５名

独立社外取締役
６名/11名
（54％）

女性取締役
3名

女性取締役
3名/11名
（27％）

 独立社外取締役比率 過半数

 取締役会議長 に 社外取締役 が就任 独立社外取締役比率が過半数に

2024年

2016年

取締役会の実効性評価を開始

2017年

任意の委員会の設置

※ 現 指名・報酬諮問委員会

2018年

監査等委員会設置会社へ移行

2019年

2020年

役付執行役員制度を導入

2022年

サステナビリティ推進委員会を設置

さらなる
取締役会の実効性向上
政策保有株式の縮減などに取り組む

2025年

独立社外取締役が取締役会議長に

役員報酬の業績連動指標に
ROE（連結）・非財務指標を採用

株主視点を意識した経営への取組み
業績連動型株式報酬制度を導入

後継者計画を制定

• 統合報告書、会社説明会等の情報開示を充実
• 株主との対話内容を取締役会の議論へ反映

 収益目標、資本政策
 役員報酬の改正
 株主優待制度 の導入

 議論を深めた主なテーマ
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本資料には、将来の業績にかかわる記述が含まれております。

こうした記述は、その内容を保証するものではなく、リスクや

不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより現時点での計画と

異なる可能性があることにご留意ください。

［ 本資料に関するご照会先 ］

株式会社秋田銀行 経営企画部 企画グループ

TEL：018-863-1212

https：//www.akita-bank.co.jp

本資料について


